
規 則

�愛媛県規則第１２号
公立大学法人愛媛県立医療技術大学の業務運営並びに財務及び会計に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

公立大学法人愛媛県立医療技術大学の業務運営並びに財務及び会計に関する規則の一部を改正する規則

公立大学法人愛媛県立医療技術大学の業務運営並びに財務及び会計に関する規則（平成２２年愛媛県規則第２０号）の一部を次のように改正

する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

（積立金の処分に係る承認の手続）

第１４条 法人は、中期目標の期間の最後の事業年度（以下「期間最

後の事業年度」という。）に係る法第４０条第１項又は第２項の規

定による整理を行った後、同条第１項の規定による積立金がある

場合において、その額に相当する金額の全部又は一部を同条第４

項の規定により当該中期目標の期間の次の中期目標の期間におけ

る業務の財源に充てようとするときは、次に掲げる事項を記載し

た申請書を当該次の中期目標の期間の最初の事業年度の６月３０日

までに知事に提出し

（積立金の処分に係る承認の手続）

第１４条 法人は、中期目標の期間の最後の事業年度（以下「期間最

後の事業年度」という。）に係る法第４０条第１項又は第２項の規

定による整理を行った後、同条第１項の規定による積立金がある

場合において、その額に相当する金額の全部又は一部を同条第４

項の規定により当該中期目標の期間の次の中期目標の期間におけ

る業務の財源に充てようとするときは、次に掲げる事項を記載し

た申請書を

知事に提出し、当該次の中期目標の期間の最初の事業年度

毎週（火・金）曜日発行 第２７６０号外４ 平成２８年３月３１日
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第１３号
食品衛生法施行細則及び愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

食品衛生法施行細則及び愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則の一部を改正する規則

（食品衛生法施行細則の一部改正）

第１条 食品衛生法施行細則（昭和２３年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則の一部改正）

第２条 愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則（昭和２７年愛媛県規則第１７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

、同項の規定による承認を受けなければならな

い。

�・� 省略

２ 省略

（納付金の納付の手続）

第１５条 法人は、法第４０条第６項に規定する残余があるときは、同

項の規定により納付する残余の額（以下「納付金」という。）の

計算書に、当該期間最後の事業年度の事業年度末の貸借対照表、

当該期間最後の事業年度の損益計算書その他の当該納付金の計算

の基礎を明らかにした書類を添付して、当該期間最後の事業年度

の次の事業年度の知事が別に定める日までに、知事に提出しなけ

ればならない。ただし、前条第１項の申請書を提出したときは、

これに添付した同条第２項に規定する書類を重ねて提出すること

を要しない。

の６月３０日までに、同項の規定による承認を受けなければならな

い。

�・� 省略

２ 省略

（納付金の納付の手続）

第１５条 法人は、法第４０条第６項に規定する残余があるときは、同

項の規定により納付する残余の額（以下「納付金」という。）の

計算書に、当該期間最後の事業年度の事業年度末の貸借対照表、

当該期間最後の事業年度の損益計算書その他の当該納付金の計算

の基礎を明らかにした書類を添付して、当該期間最後の事業年度

の次の事業年度の６月３０日 までに、知事に提出しなけ

ればならない。ただし、前条第１項の申請書を提出したときは、

これに添付した同条第２項に規定する書類を重ねて提出すること

を要しない。

改 正 後 改 正 前

別表（第３条関係） 別表（第３条関係）

検査分類 試 験 項 目
検体

の量
単 位 金 額 検査分類 試 験 項 目

検体の

量
単 位 金 額

１ 食品 省略 １ 食品 省略

同（食中毒菌検査（腸

管出血性大腸菌検査を

除く。））

省略 同（食中毒菌検査

）

省略

同（食中毒菌検査（腸

管出血性大腸菌検査に

限る。））

同 ２０，２３０円

省略 省略

２～７

省略

２～７

省略

改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条、第５条関係）

衛生環境研究所使用料表

別表第１（第４条、第５条関係）

衛生環境研究所使用料表

愛 媛 県 報平成２８年３月３１日 第２７６０号外４
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検査分類 試験項目
検体

の量
単 位

使用料金

額
検査分類 試験項目

検体

の量
単 位

使用料金

額

１ 食品 省略 １ 食品 省略

同

（食中毒菌検査（腸

管出血性大腸菌検査

を除く。））

省略 同

（食中毒菌検査

）

省略

同

（食中毒菌検査（腸

管出血性大腸菌検査

に限る。））

同 ６，４３０円

省略 省略

２～１４ 省略 ２～１４ 省略
せつ

１５ 排泄物、

分泌物及び

浸出物

ア 省略
せつ

１５ 排泄物、

分泌物及び

浸出物

ア 省略

イ 細菌培養同定検

査

イ 細菌培養同定検

査

� 省略 � 省略

� 消化管からの

検体
同 １，４４０円

� 消化管からの

検体
同 １，２８０円

� その他の部位

からの検体
同 １，２８０円

� その他の部位

からの検体
同 １，１２０円

ウ・エ 省略 ウ・エ 省略

オ 抗酸菌検査 オ 抗酸菌検査

� 分離検査 � 分離検査

ａ 抗酸菌分離

培養（液体培

地法）

同 ２，２４０円

ａ 抗酸菌分離

培養（液体培

地法）

同 ２，０８０円

ｂ 省略 ｂ 省略

� 省略 � 省略

カ～ク 省略 カ～ク 省略

１６ 省略 １６ 省略

１７ 臨

床病

理

血液 省略 １７ 臨

床病

理

血液 省略

遊離脂肪酸 同 １２０円

省略 省略

総鉄結合能（ＴＩＢ

Ｃ）（ＲＩＡ法）
同 ２４０円

不飽和鉄結合能（Ｕ

ＩＢＣ）（ Ｒ Ｉ Ａ

法）

同 ２４０円

省略 省略

省略 省略

１８ ウイルス

（脳死及び

心停止後の

臓器提供者

検査以外の

もの）

省略 １８ ウイルス

（脳死及び

心停止後の

臓器提供者

検査以外の

もの）

省略

ＨＴＬＶ―Ⅰ 抗 体

（ウエスタンブロッ

ト法）

同 ３，４５０円

ＨＴＬＶ―Ⅰ 抗 体

（ウエスタンブロッ

ト法）

同 ３，５２０円

ＨＩＶ―１抗体 同 ９２０円 ＨＩＶ―１抗体
１検体

１項目
９４０円

愛 媛 県 報平成２８年３月３１日 第２７６０号外４
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附 則

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。

２ 第２条の規定による改正後の愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則別表第１の規定は、この規則の施行の日以後の試

験等の依頼に係る使用料について適用し、同日前の試験等の依頼に係る使用料については、なお従前の例による。

�愛媛県規則第１４号
調理師法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

調理師法施行細則の一部を改正する規則

調理師法施行細則（昭和３４年愛媛県規則第５４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

ＨＩＶ―１、２抗体

定性
同 ９６０円

ＨＩＶ―１、２抗体

定性

１検体

１項目
９８０円

省略 省略

ＨＣＶ抗体定性・定

量
同 ９１０円

ＨＣＶ抗体定性・定

量
同 ９２０円

省略 省略

１９ 省略 １９ 省略

２０ 免疫学的

検査（脳死

及び心停止

後の臓器提

供者検査以

外のもの）

省略 ２０ 免疫学的

検査（脳死

及び心停止

後の臓器提

供者検査以

外のもの）

省略

リンパ球刺 激 試 験

（ＬＳＴ）
１検体 ２，７６０円

リンパ球刺 激 試 験

（ＬＳＴ）
１検体 ２，８００円

省略 省略

２１ 病理学的

検査

染色体検査 １検体 ２１，６９０円 ２１ 病理学的

検査

染色体検査 １検体 ２１，８４０円

同（分染法） 同 ２４，８７０円 同（分染法） 同 ２５，０１０円

省略 省略

２２～２４ 省略 ２２～２４ 省略

２５ 採取 採血（静脈） １検体 ２００円 ２５ 採取 採血（静脈） １検体 １６０円

省略 省略

２６ 省略 ２６ 省略

改 正 後 改 正 前

（受験手続）

第１条 調理師法（昭和３３年法律第１４７号。以下「法」という。）

第３条第２号に規定する調理師試験（以下「試験」という。）を

受けようとする者は、調理師試験受験願書（様式第１号）に次に

掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。

� 省略

� 省略

� 省略

様式第１号（第１条関係） 調理師試験受験願書

省略
ふりがな

氏名

省略

（受験手続）

第１条 調理師法（昭和３３年法律第１４７号。以下「法」という。）

第３条第２号に規定する調理師試験（以下「試験」という。）を

受けようとする者は、調理師試験受験願書（様式第１号）に次に

掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。

� 履歴書

� 省略

� 省略

� 省略

様式第１号（第１条関係） 調理師試験受験願書

省略

氏名

省略

愛 媛 県 報平成２８年３月３１日 第２７６０号外４
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省略 １ 省略

２ 連絡先

（電話番号）

３ 関係書類

� 省略

� 省略

� 省略

省略 １ 省略

２ 学 歴

（最終学校名）

３ 関係書類

� 履歴書

� 省略

� 省略

� 省略

様式第２号（第１条関係） 調理業務従事証明書 様式第２号（第１条関係） 調理業務従事証明書

省略 省略

施

設

の

種

類

種 類

（該当のところに○印を付

けること。）

許可番号、許可、開設年月

日

施

設

の

種

類

種 類

（該当のところに○

印を付けること。）

許可番号、許可、開

設年月日

調理業務の内

容

（なるべく具

体的に記載す

ること。）

（飲食店関係営業）

１ 飲食店営業

２ 魚介類販売業

３ そうざい製造業

（許可年月日）

年 月 日

（許可保健所名 ）

許可番号 第 号

（飲食店関係営業）

１ 飲食店営業

２ 魚介類販売業

３ そうざい製造業

（許可年月日）

年 月 日

（許可保健所名

）

許可番号 第 号

（給食施設）

（１日 回 食）

１ 寄宿舎 ２ 学 校

３ 病 院

４ その他（ ）

（開設年月日）

年 月 日

（給食施設）

（１日 回 食）

１ 寄宿舎 ２ 学

校

３ 病 院

４ その他（

）

（開設年月日）

年 月 日

調理業務の内容

（該当のところ全

てに○印を付ける

こと。）

切る・焼く・煮る・炊く・蒸す・ゆ で

る・炒める・漬ける・揚げる・盛り付け

る

その他

（なるべく具体的に記載すること。）�
�
�
�
�

�
�
�
�
	

省略 省略

廃 業 年 月 日 年 月 日 廃 業 年 月 日 年 月 日

証明者が施設長で

ない場合の理 由

（該当のところに

○印 を 付 け る こ

と。）

１ 従事者と施設長とが同一人であるた

め

２ 施設長が従事者の配偶者又は二親等

内の血族であるため

３ 施設が廃業しているため

４ その他（

）

注１ 原則として当該施設長が証明すること。ただし、従事者

と施設長とが同一人である場合、施設長が従事者の配偶者

若しくは二親等内の血族である場合又は施設の廃業等によ

り施設長がいない場合は、調理師会等所属団体の長又は同

業者の証明がなされていること。

２ 省略

３ 給食施設の開設年月日とは、寄宿舎、学校、病院等の施

設であつて多数人に対して食事を供給するものとして開始

した年月日をいうものであること。

注１ 原則として当該施設長が証明すること。ただし、従事者

と施設長が同一人、 配偶者

若しくは二親等内の血族の場合 又は施設の廃業等によ

り施設長がいない場合は、調理師会等所属団体の長又は同

業者の証明がなされていること。

２ 省略

３ 給食施設の開設年月日とは、寄宿舎、学校、病院等の施

設であつて多数人に対して食品を供与する施設として開始

した年月日をいうものであること。
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附 則

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第１５号
愛媛県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則（平成２５年愛媛県規則第１８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。

改 正 後 改 正 前

附 則

（経過措置）

３ 省略

４ 保育の需要に応ずるに足りる保育所、認定こども園（就学前の

子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園

（保育所であるものを除く。）であって、子ども・子育て支援法

（平成２４年法律第６５号）第２７条第１項の確認を受けたものに限

る。以下同じ。）又は家庭的保育事業等（法第２４条第２項に規定

する家庭的保育事業等をいう。以下同じ。）が不足していること

に鑑み、当分の間、第１２条ただし書の規定を適用しないことがで

きる。この場合において、同条本文の規定により必要な保育士が

１人となるときは、当該保育士に加えて、知事が保育士と同等の

知識及び経験を有すると認める者を置かなければならない。

５ 保育の需要に応ずるに足りる保育所、認定こども園又は家庭的

保育事業等が不足していることに鑑み、当分の間、第１２条の規定

の適用については、幼稚園教諭若しくは小学校教諭又は養護教諭

の普通免許状（教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）第４条

第２項に規定する普通免許状をいう。）を有する者を、保育士と

みなすことができる。

６ 保育の需要に応ずるに足りる保育所、認定こども園又は家庭的

保育事業等が不足していることに鑑み、当分の間、１日につき８

時間を超えて開所する保育所において、開所時間を通じて必要と

なる保育士の総数が、当該保育所に係る利用定員の総数に応じて

置かなければならない保育士の数を超えるときは、第１２条の規定

の適用については、知事が保育士と同等の知識及び経験を有する

と認める者を、開所時間を通じて必要となる保育士の総数から利

用定員の総数に応じて置かなければならない保育士の数を差し引

いて得た数の範囲で、保育士とみなすことができる。

７ 前２項の規定を適用する場合においては、これらの項の規定の

適用がないとした場合の第１２条の規定により算定される保育士の

数の３分の２以上の数の保育士（法第１８条の１８第１項の登録を受

けた者をいい、附則第３項又は前２項の規定により保育士とみな

される者を除く。）を置かなければならない。

８ 省略

附 則

（経過措置）

３ 省略

４ 省略
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�愛媛県規則第１６号
愛媛県身体障害者福祉法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県身体障害者福祉法施行細則の一部を改正する規則

愛媛県身体障害者福祉法施行細則（昭和３４年愛媛県規則第２４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第３（第６条関係）

身体障害者診断書・意見書（ 障害用）

省略

呼吸器の機能障害の状況及び所見

様式第３（第６条関係）

身体障害者診断書・意見書（ 障害用）

省略

呼吸器の機能障害の状況及び所見

省略

１ 省略

２ 活動能力の程度

ア 激しい運動をした時だけ息切れがある。

イ 平坦な道を早足で歩く、あるいは緩やかな上り坂を歩く時

に息切れがある。

ウ 息切れがあるので、同年代の人より平坦な道を歩くのが遅

い、あるいは平坦な道を自分のペースで歩いている時、息切

れのために立ち止まることがある。

エ 平坦な道を約１００ｍ、あるいは数分歩くと息切れのために立

ち止まる。

オ 息切れがひどく家から出られない、あるいは衣服の着替え

をする時にも息切れがある。

３ 省略

４ 換気の機能（ 年 月 日）

ア 予測肺活量 � ．��Ｌ（実測肺活量 � ．��Ｌ）

イ １秒量 � ．��Ｌ（実測努力肺活量 � ．��Ｌ）

ウ 予測肺活量１秒率 �� ．�％（＝
イ
―
ア
×１００）

（ア については、下記の予測式を使用して算出するこ

と。）

肺活量予測式（Ｌ）

男性０．０４５×身長（�）－０．０２３×年齢（歳）－２．２５８

女性０．０３２×身長（�）－０．０１８×年齢（歳）－１．１７８

（予測式の適応年齢は男性１８－９１歳、女性１８－９５歳であ

り、適応年齢範囲外の症例には使用しないこと。）

５・６ 省略

省略

１ 省略

２ 活動能力の程度

ア 階段を人並みの速さで上れないが、ゆつくりなら上れる。

イ 階段をゆつくりでも上れないが、途中休みながらなら上れ

る。

ウ 人並みの速さで歩くと息苦しくなるが、ゆつくりなら歩け

る。

エ ゆつくりでも少し歩くと息切れがする。

オ 息苦しくて身の回りのこともできない。

３ 省略

４ 換気の機能（ 年 月 日）

ア 予測肺活量 ｍｌ

イ １秒量 ｍｌ

ウ 予測肺活量１秒率 ％（＝
イ
―
ア
×１００）

（ア・ウについては、次のノモグラムを使用する こ

と。）

５・６ 省略

ノモグラムの使い方

１ �と�とから、�上にBaldwinの予測式による予測肺活量が

得られる。�と�とから、�上に予測肺活量に対する１秒率が

得られる。

２ �を１秒量の代わりに実測肺活量とすれば、�と�とから、

�上にパーセント肺活量が得られる。

３ �に実測肺活量を代入すれば、�と�とから、�上に通常の

１秒率が得られる。
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の愛媛県身体障害者福祉法施行細則様式第３呼吸器の機能障害の状況及び所見の項及び肝臓の機能障害の状態及び所見の項の規

定は、この規則の施行の日以後の診断に係る書類について適用し、同日前の診断に係る書類については、なお従前の例による。

３ この規則施行の際現にある改正前の愛媛県身体障害者福祉法施行細則様式第３呼吸器の機能障害の状況及び所見の項及び肝臓の機能障

害の状態及び所見の項の規定による書類の用紙は、当分の間、これを訂正して使用することができる。

�愛媛県規則第１７号
児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則の一部を改正する規則を次のように定める。

省略

肝臓の機能障害の状態及び所見

省略

肝臓の機能障害の状態及び所見

１ 肝臓機能障害の重症度 １ 肝臓機能障害の重症度

省略 省略

省略 省略

合計点数 点 点 合計点数 点 点

（○で囲む） ５～６点・７～

９点・１０点以上

５～６点・７～

９点・１０点以上

肝性脳症又は腹水の項目

を含む３項目以上におけ

る２点以上の有無

省略 ３点項目の有無

（血清アルブミン値、プ

ロトロンビン時間、血清

総ビリルビン値）

省略

注 省略

２～４ 省略

注 省略

２～４ 省略

別紙 省略 別紙 省略
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平成２８年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則の一部を改正する規則

児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則（昭和４１年愛媛県規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

改 正 後 改 正 前

別表（第４条関係）

徴 収 金 基 準 額 表

別表（第４条関係）

徴 収 金 基 準 額 表

省略 省略

備考

１ 省略

２ この表のＣ１階層における「均等割の額」とは地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１号に規定

する均等割の額をいい、Ｃ２階層における「所得割の

額」とは同項第２号に規定する所得割（この所得割を計

算する場合には、同法第３１４条の７及び第３１４条の８並び

に同法附則第５条第３項、第５条の４第６項及び第５条

の４の２第６項の規定は、適用しないものとする。）の

額をいう。

なお、同法第３２３条に規定する市町村民税の減免があつ

た場合には、その額を所得割の額又は均等割の額から順

次控除して得た額を所得割の額又は均等割の額とする。

３ この表のＤ１階層からＤ１４階層までにおける「所得税

の額」とは、所得税法（昭和４０年法律第３３号）、租税特

別措置法（昭和３２年法律第２６号）及び災害被害者に対す

る租税の減免、徴収猶予等に関する法律（昭和２２年法律

第１７５号）の規定並びに「控除廃止の影響を受ける費用徴

収制度等（厚生労働省雇用均等・児童家庭局所管の制度

に限る。）に係る取扱いについて（平成２３年７月１５日付

け雇児発０７１５第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

通知）」及び「控除廃止の影響を受ける負担上限月額の

算定等（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部所管の

制度に限る。）に係る取扱いについて（平成２４年６月２５

日付け障発０６２５第１号厚生労働省社会・援護局障害保健

福祉部長通知）」の定めるところによつて計算された所

得税の額をいう。ただし、所得税額を計算する場合に

は、次の規定は、適用しないものとする。

� 省略

� 租税特別措置法第４１条第１項、第２項、第６項及び

第２４項、第４１条 の２、第４１条 の３の２第１項、第２

項、第５項及び第６項、第４１条の１９の２第１項、第４１

条の１９の３第１項及び第３項並びに第４１条の１９の４第

１項及び第３項

� 省略

４～１０ 省略

備考

１ 省略

２ この表のＣ１階層における「均等割の額」とは地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１号に規定

する均等割の額をいい、Ｃ２階層における「所得割の

額」とは同項第２号に規定する所得割（この所得割を計

算する場合には、同法第３１４条の７及び第３１４条の８並び

に同法附則第５条第３項、第５条の４第６項及び第５条

の４の２第５項の規定は、適用しないものとする。）の

額をいう。

なお、同法第３２３条に規定する市町村民税の減免があつ

た場合には、その額を所得割の額又は均等割の額から順

次控除して得た額を所得割の額又は均等割の額とする。

３ この表のＤ１階層からＤ１４階層までにおける「所得税

の額」とは、所得税法（昭和４０年法律第３３号）、租税特

別措置法（昭和３２年法律第２６号）及び災害被害者に対す

る租税の減免、徴収猶予等に関する法律（昭和２２年法律

第１７５号）の規定並びに「控除廃止の影響を受ける費用徴

収制度等（厚生労働省雇用均等・児童家庭局所管の制度

に限る。）に係る取扱いについて（平成２３年７月１５日付

け雇児発０７１５第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

通知）」及び「控除廃止の影響を受ける負担上限月額の

算定等（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部所管の

制度に限る。）に係る取扱いについて（平成２４年６月２５

日付け障発０６２５第１号厚生労働省社会・援護局障害保健

福祉部長通知）」の定めるところによつて計算された所

得税の額をいう。ただし、所得税額を計算する場合に

は、次の規定は、適用しないものとする。

� 省略

� 租税特別措置法第４１条第１項、第２項及び第６項

、第４１条 の２、第４１条 の３の２第１項、第２

項、第５項及び第６項、第４１条の１９の２第１項、第４１

条の１９の３第１項及び第３項並びに第４１条の１９の４第

１項及び第３項

� 省略

４～１０ 省略

注 省略 注 省略
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�愛媛県規則第１８号
農業協同組合法施行細則の一部を改正する等の規則を次のように定める。

平成２８年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

農業協同組合法施行細則の一部を改正する等の規則

（農業協同組合法施行細則の一部改正）

第１条 農業協同組合法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第２６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（用語の意義）

第１条 この規則において、「法」とは農業協同組合法（昭和２２年

法律第１３２号）を、「組合」とは農業協同組合及び農業協同組合

連合会を、「中央会」とは農業協同組合法等の一部を改正する等

の法律（平成２７年法律第６３号。以下「改正法」という。）附則第

９条の規定によりなお存続するものとされた農業協同組合中央会

を、「法人」とは農事組合法人をいう。

（総会又は総代会の決議等に関する報告）

第６条 省略

２ 会計監査人設置組合（法第３７条の２第３項に規定する会計監査

人設置組合をいう。以下同じ。）は、理事が総会又は総代会に次

に掲げる書類を提出し、その内容について報告したときは、２週

間以内に総会（総代会）議事録謄本に次に掲げる書類を添えて知

事に提出しなければならない。

�・� 省略

（定款変更認可申請等）

第８条 省略

２・３ 省略

４ 出資１口金額を減少する場合又は法第５４条の５第１項の規定に

より出資組合から非出資組合に移行する場合は、第１項の書類の

ほか、次に掲げる書類を添えなければならない。ただし、出資１

口金額を減少する場合は、第１号の書類のうち財産目録を除くも

のとする。

�・� 省略

５・６ 省略

（信用事業規程等の設定の申請）

第９条 組合は、法第１１条第１項、第１１条の１７第１項、第１１条の４２

第１項、第１１条の４８第１項又は第１１条の５１第１項の規定により信

用事業規程、共済規程、信託規程、宅地等供給事業実施規程又は

農業経営規程（以下「信用事業規程等」という。）の設定の承認

を受けようとするときは、申請書に次に掲げる書類を添えて知事

に提出しなければならない。

�～� 省略

（信用事業規程等の変更又は廃止の申請等）

第１０条 組合は、法第１１条第３項、第１１条の１７第３項、第１１条の４２

第３項、第１１条の４８第３項又は第１１条の５１第３項の規定により信

用事業規程等の変更又は廃止の承認を受けようとするときは、申

請書に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。

ただし、廃止の場合は、第２号の書類及び第４号の書類のうち事

業計画の概要を除くものとする。

�～� 省略

２ 組合は、法第１１条第４項、第１１条の１７第４項、第１１条の４２第４

項、第１１条の４８第４項又は第１１条の５１第４項の規定により信用事

（用語の意義）

第１条 この規則において、「法」とは農業協同組合法（昭和２２年

法律第１３２号）を、「組合」とは農業協同組合及び農業協同組合

連合会を、「中央会」とは

農業協同組合中央会

を、「法人」とは農事組合法人をいう。

（総会又は総代会の決議等に関する報告）

第６条 省略

２ 法第３７条の２第１項に規定する特定組合

は、理事が総会又は総代会に次

に掲げる書類を提出し、その内容について報告したときは、２週

間以内に総会（総代会）議事録謄本に次に掲げる書類を添えて知

事に提出しなければならない。

�・� 省略

（定款変更認可申請等）

第８条 省略

２・３ 省略

４ 出資１口金額を減少する場合

は、第１項の書類の

ほか次に 掲げる書類を添えなければならない。

�・� 省略

５・６ 省略

（信用事業規程等の設定の申請）

第９条 組合は、法第１１条第１項、第１１条の７第１項、第１１条の２３

第１項、第１１条の２９第１項又は第１１条の３２第１項の規定により信

用事業規程、共済規程、信託規程、宅地等供給事業実施規程又は

農業経営規程（以下「信用事業規程等」という。）の設定の承認

を受けようとするときは、申請書に次に掲げる書類を添えて知事

に提出しなければならない。

�～� 省略

（信用事業規程等の変更又は廃止の申請等）

第１０条 組合は、法第１１条第３項、第１１条の７第３項、第１１条の２３

第３項、第１１条の２９第３項又は第１１条の３２第３項の規定により信

用事業規程等の変更又は廃止の承認を受けようとするときは、申

請書に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。

ただし、廃止の場合は、第２号の書類及び第４号の書類のうち事

業計画の概要を除くものとする。

�～� 省略

２ 組合は、法第１１条第４項又は第１１条の７第４項

の規定により信用事

愛 媛 県 報平成２８年３月３１日 第２７６０号外４

１０



業規程等の変更又は廃止 の届出をしようとするときは、届出書

に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。ただ

し、廃止の場合は、第２号の書類を除くものとする。

�～� 省略

（解散手続）

第１１条 法第１０条第１項第３号又は第１０号の事業を行う組合は、法

第６４条第２項の規定により解散の決議の認可を受けようとすると

きは、申請書に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければな

らない。ただし、総会の決議に基づき解散する場合にあつては第

２号及び第３号の書類を、出資組合にあつては第４号の書類のう

ち財産目録を、非出資組合にあつては同号 の書類のうち貸借対

照表を除くものとする。

�～� 省略

２ 組合は、法第６４条第４項、第５項及び第８項の規定により解散

の届出をしようとするときは、届出書に次に掲げる書類

を添えて知事に提出しなければならない。ただし、同条第５項又

は第８項の規定により解散の届出をする組合にあつては第１号及

び第４号の書類を、出資組合にあつては第３号の書類のうち財産

目録を、非出資組合にあつては同号の書類のうち貸借対照表を除

くものとする。

� 総会（総代会）議事録謄本

� 解散の登記に係る登記事項証明書

� 財産目録及び貸借対照表

� 解散理由書

（合併認可申請）

第１３条 設立委員又は合併後存続する組合は、法第６５条第２項の規

定により合併の認可（法第１０条第１項第３号の事業を行う組合に

係る合併の認可を除く。）を受けようとするときは、申請書に次

に掲げる書類（合併後存続する組合にあつては第２号及び第４号

から第６号までの書類を除く。）を添えて知事に提出しなければ

ならない。ただし、総会の決議に基づき合併する場合にあつては

第９号及び第１０号の書類を、出資組合にあつては第１１号の書類の

うち財産目録を、非出資組合にあつては同号 の書類のうち貸借

対照表及び損益計算書を除くものとする。

�～� 省略

２～４ 省略

（新設分割認可申請）

第１３条の２ 設立委員は、法第７０条の３第３項の規定により新設分

割の認可を受けようとするときは、申請書に次に掲げる書類を添

えて知事に提出しなければならない。ただし、総会の決議に基づ

き新設分割する場合にあつては第１０号から第１２号までの書類を、

理事会又は経営管理委員会の決議に基づき新設分割する場合にあ

つては第１１号及び第１２号の書類を除くものとする。

� 新設分割設立組合の定款

� 事業計画書

� 新設分割理由書及び経過報告書

� 設立委員の資格証明書

� 設立委員会議事録謄本

� 役員の経歴の概要を記載した書面

� 総会（総代会）の議事録謄本（総会の決議を経ないで新設分

割を行う場合は、理事会又は経営管理委員会の議事録謄本）

	 新設分割計画書


 新設分割後に他の法人形態への組織変更を計画している場合

業規程又は共済規程の変更の届出をしようとするときは、届出書

に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。

�～� 省略

（解散手続）

第１１条 組合は、法

第６４条第２項の規定により解散の 認可を受けようとすると

きは、申請書に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければな

らない。ただし、総会の議決に基づき解散する場合にあつては第

２号及び第３号の書類を

、非出資組合にあつては第４号の書類のうち貸借対

照表を除くものとする。

�～� 省略

２ 組合は、法第６４条第４項及び第７項 の規定により解散

の届出をしようとするときは、届出書に財産目録及び貸借対照表

を添えて知事に提出しなければならない。ただし、

非出資組合にあつては、貸借対照表 を除

くものとする。

（合併認可申請）

第１３条 設立委員又は合併後存続する組合は、法第６５条第２項の規

定により合併の認可（法第１０条第１項第３号の事業を行う組合に

係る合併の認可を除く。）を受けようとするときは、申請書に次

に掲げる書類（合併後存続する組合は 第２号及び第４号

から第６号までの書類を除く。）を添えて知事に提出しなければ

ならない。ただし、総会の議決に基づき合併する場合にあつては

第９号及び第１０号の書類を

、非出資組合にあつては第１１号の書類のうち貸借

対照表及び損益計算書を除くものとする。

�～� 省略

２～４ 省略
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にあつては、組織変更計画書

� 法第７０条の４第１項に規定する場合にあつては、当該場合に

該当することを証する書面及び同条第４項の通知が行われてい

ない旨を証する書面

� 総代会において新設分割の決議があつた場合は、法第７０条の

３第５項において準用する法第４８条の２第１項の規定による通

知の状況を記載した書類

� 法第７０条の３第５項において準用する法第４８条の２第２項又

は第４項の規定に基づく総会の招集があつた場合は、当該総会

までの経過を記載した書類及び当該総会の議事録謄本

� 新設分割組合の貸借対照表及び損益計算書

� 法第７０条の３第５項において準用する法第４９条第２項及び法

第５０条第２項の規定による手続を経た旨を証する監事の証明書

２ 出資１口金額を増加する場合は、前項に掲げる書類のほか、該

当組合の組合員全員の同意があつた旨の証明書を添えなければな

らない。

３ 出資最低持口数を増加する場合は、第１項に掲げる書類のほ

か、該当組合の出資口数が最低持口数に足らない組合員の同意が

あつた旨の証明書を添えなければならない。

４ 組合員たる資格を変更する場合で当該変更によつて組合員たる

資格を喪失する組合員があるときは、第１項に掲げる書類のほ

か、該当組合の組合員たる資格を喪失する組合員全員の同意があ

つた旨の証明書を添えなければならない。

（合併等の登記完了報告）

第１４条 組合は、合併又は新設分割の登記をしたときは、直ちにそ

の年月日を知事に報告しなければならない。

（法人設立の届出）

第１４条の２ 法人は、法第７２条の３２第４項の規定により設立の届出

をしようとするときは、届出書に次 に掲げる書類を添えて

知事に提出しなければならない。

�～� 省略

（法人定款変更の届出）

第１４条の３ 法人は、法第７２条の２９第２項の規定により定款変更の

届出をしようとするときは、届出書に次に掲げる書類を添えて知

事に提出しなければならない。

�～� 省略

２ 出資１口金額を減少した場合又は法第７３条第２項において準用

する法第５４条の５第１項の規定により出資法人から非出資法人に

移行した場合は、第１項に掲げる書類のほか次に掲げる書類を添

えなければならない。ただし、出資１口金額を減少した場合は、

第１号の書類のうち財産目録を除くものとする。

�・	 省略

（法人解散の届出）

第１４条の４ 法人は、法第７２条の３４第２項の規定により解散の届出

をしようとするときは、届出書に次に掲げる書類を添えて知事に

提出しなければならない。ただし、法第７３条第４項において準用

する法第６４条第１項第３号に掲げる事由により解散した場合にあ

つては第１号及び第２号の書類を、法第７３条第４項において準用

する法第６４条第１項第４号に掲げる事由により解散した場合にあ

つては第１号の書類を除くものとする。

� 総会議事録謄本

	 解散の登記に係る登記事項証明書


 解散理由書

（合併 の登記完了報告）

第１４条 組合は、合併の登記を了した ときは、直ちにそ

の年月日を知事に報告しなければならない。

（法人設立の届出）

第１４条の２ 法人は、法第７２条の１６第４項の規定により設立の届出

をしようとするときは、届出書に次の各号に掲げる書類を添えて

知事に提出しなければならない。

�～� 省略

（法人定款変更の届出）

第１４条の３ 法人は、法第７２条の１３第２項の規定により定款変更の

届出をしようとするときは、届出書に次に掲げる書類を添えて知

事に提出しなければならない。

�～� 省略

２ 出資１口金額を減少した場合

は、第１項の書類 のほか次に掲げる書類を添

えなければならない。

�・	 省略

（法人解散の届出）

第１４条の４ 法人は、法第７２条の１７第２項の規定により解散の届出

をしようとするときは、届出書に解散理由書 を添えて知事に

提出しなければならない。
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（法人合併の届出）

第１４条の５ 法人は、法第７２条の３５第３項の規定により合併の届出

をしようとするときは、届出書に次 に掲げる書類（合併後

存続する法人にあつては、第２号の書類を除く。）を添えて知事

に提出しなければならない。ただし、出資法人にあつては第５号

の書類のうち財産目録を、非出資法人にあつては同号 の書類

のうち貸借対照表及び損益計算書を除くものとする。

�～� 省略

（休眠組合等の登記完了報告）

第１４条の６ 休眠組合又は休眠法人は、法第６４条の２第１項ただし

書（法第７３条第４項において準用する場合を含む。）の登記をし

たときは、直ちにその年月日を知事に報告しなければならない。

（組織変更 の届出）

第１４条の７ 組合又は法人は、法第７３条の１０（法第８０条において準

用する場合を含む。）の規定により組織変更の届出をしようとす

るときは、届出書に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなけれ

ばならない。

�～� 省略

（組合員又は会員の請求権行使の場合の措置）

第１５条 組合又は中央会は、次に掲げる請求があつたときは、直ち

にその請求書の写しに請求に対する処置方針を記載した書類を添

えて知事に提出しなければならない。

�～� 省略

� 法第４３条の３第２項（法第４８条第７項及び改正法附則第１０条

の規定によりなおその効力を有するものとされた改正法第１条

の規定による改正前の法第７３条の３７において準用する場合を含

む。）の規定による総会又は総代会の招集の請求

� 省略

（役員が欠けた場合の請求）

第１７条 組合員その他の利害関係人は、法第４０条第１項及び第７２条

の２２ の規定による請求をしようとするときは、請求書に役員

が欠けるに至つた経過概要書及び損害が生ずる理由書を添えて知

事に提出しなければならない。

第１８条 省略

（会計監査報告）

第１９条 会計監査人設置組合は、会計監査人が当該会計監査人設置

組合の計算書類及びその附属明細書について監査したときは、次

に掲げる事項を記載した書面に会計監査報告書の写しを添えて知

事に提出しなければならない。

� 監査基準日及び監査実施期間

� 監査を実施した会計監査人の氏名

（申請の経由）

第２０条 消費生活協同組合への組織変更に係る法第８４条第１項の認

可の申請は、主たる事務所の所在地を管轄する地方局長を経由す

るものとする。この場合において、当該申請に係る書類を受理し

た地方局長は、意見を付して、速やかに知事に進達しなければな

らない。

２ 医療法人への組織変更に係る法第８９条第１項の認可の申請及び

法第９０条第１項の認定の申請は、所轄の保健所長を経由するもの

とする。この場合において、これらの申請に係る書類を受理した

保健所長は、その内容を精査し、当該書類の記載事項が事実と相

違ないと確認したときは、意見を付して、速やかに知事に進達し

なければならない。

（法人合併の届出）

第１４条の５ 法人は、法第７２条の１８第３項の規定により合併の届出

をしようとするときは、届出書に次の各号に掲げる書類（合併後

存続する法人は 、第２号の書類を除く。）を添えて知事

に提出しなければならない。ただし

、非出資法人にあつては、第５号の書類

のうち貸借対照表及び損益計算書を除くものとする。

�～� 省略

（法人組織変更の届出）

第１４条の６ 法人は、法第７３条の１２

の規定により組織変更の届出をしようとす

るときは、届出書に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなけれ

ばならない。

�～� 省略

（組合員又は会員の請求権行使の場合の措置）

第１５条 組合又は中央会は、次に掲げる請求があつたときは、直ち

にその請求書の写しに請求に対する処置方針を記載した書類を添

えて知事に提出しなければならない。

�～� 省略

� 法第４３条の３第２項（法第４８条第７項及び

第７３条の３７において準用する場合を含

む。）の規定による総会又は総代会の招集の請求

� 省略

（役員が欠けた場合の請求）

第１７条 組合員その他の利害関係人は、法第４０条第１項及び第７２条

の１２の６の規定による請求をしようとするときは、請求書に役員

が欠けるに至つた経過概要書及び損害が生ずる理由書を添えて知

事に提出しなければならない。

第１８条 省略
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告 示

（農業倉庫業法施行細則の廃止）

第２条 農業倉庫業法施行細則（平成２３年愛媛県規則第１５号）は、廃止する。

附 則

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。

２ 農業協同組合法等の一部を改正する等の法律（平成２７年法律第６３号。以下「改正法」という。）第６条の規定による廃止前の農業倉庫

業法（大正６年法律第１５号）の規定が改正法附則第４６条第１項の規定によりなおその効力を有するものとされる場合における第２条の規

定による廃止前の農業倉庫業法施行細則の規定は、同項に規定する適用日の前日までの間は、なおその効力を有する。

�愛媛県告示第３７５号
不当景品類及び不当表示防止法に基づく立入検査等従事職員の身分証明書（昭和４７年１２月愛媛県告示第１１７３号）の一部を次のように改正

し、平成２８年４月１日から施行する。

平成２８年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７年法律第１３４号）第２９条

第２項の規定に基づく立入検査等に従事する職員の身分を示す証明

書は、次のとおりとする。

（表）

不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７年法律第１３４号）第９条

第２項の規定に基づく立入検査等に従事する職員の身分を示す証明

書は、次のとおりとする。

（表）

省略

上記の者は、不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７年

法律第１３４号）第２９条第１項の規定により、立入検査又は

質問をする職員であることを証明する。

省略

省

略

省略

上記の者は、不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７年

法律第１３４号）第９条第１項の規定により、立入検査又は

質問をする職員であることを証明する。

省略

省

略

省略

（裏）

省略

（裏）

省略

第５節 報告の徴収及び立入検査等

第２９条 内閣総理大臣は、第７条第１項の規定による命令、

課徴金納付命令又は前条第１項の規定による勧告を行うた

め必要があると認めるときは、当該事業者若しくはその者

とその事業に関して関係のある事業者に対し、その業務若

しくは財産に関して報告をさせ、若しくは帳簿書類その他

の物件の提出を命じ、又はその職員に、当該事業者若しく

はその者とその事業に関して関係のある事業者の事務所、

事業所その他その事業を行う場所に立ち入り、帳簿書類そ

の他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させること

ができる。

２・３ 省略

（権限の委任等）

第３３条 省略

２～１０ 省略

１１ 省略

第６章 罰則

第３７条 第２９条第１項の規定による報告若しくは物件の提出

をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提出を

し、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌

避し、若しくは同項の規定による質問に対して答弁をせ

ず、若しくは虚偽の答弁をした者は、１年以下の懲役又は

省略

（報告の徴収及び立入検査等）

第９条 内閣総理大臣は、第６条 の規定による命令

又は前条第１項の規定による勧告を行うた

め必要があると認めるときは、当該事業者若しくはその者

とその事業に関して関係のある事業者に対し、その業務若

しくは財産に関して報告をさせ、若しくは帳簿書類その他

の物件の提出を命じ、又はその職員に、当該事業者若しく

はその者とその事業に関して関係のある事業者の事務所、

事業所その他その事業を行う場所に立ち入り、帳簿書類そ

の他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させること

ができる。

２・３ 省略

（権限の委任等）

第１２条 省略

２～１０ 省略

１１ 省略

（罰則）

第１７条 第９条第１項の規定による報告若しくは物件の提出

をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提出を

し、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌

避し、若しくは同項の規定による質問に対して答弁をせ

ず、若しくは虚偽の答弁をした者は、１年以下の懲役又は
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教育委員会規則

�������
�愛媛県告示第３７６号
愛媛県消費生活センターの消費生活相談等の事務を行う日及び時

間を次のとおり変更した。

平成２８年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更前

愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３号）に規

定する県の休日を除く日の午前９時から午後７時まで

２ 変更後

愛媛県の休日を定める条例に規定する県の休日を除く日の午前

９時から午後５時まで（水曜日にあっては、午後７時まで）

�愛媛県教育委員会規則第１号
愛媛県教育委員会事務委任規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年３月３１日

愛媛県教育委員会

教育長 井 上 正

愛媛県教育委員会事務委任規則等の一部を改正する規則

（愛媛県教育委員会事務委任規則の一部改正）

第１条 愛媛県教育委員会事務委任規則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県県立学校管理規則の一部改正）

第２条 愛媛県県立学校管理規則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県市町立学校職員の勤務成績の評定に関する規則の一部改正）

第３条 愛媛県市町立学校職員の勤務成績の評定に関する規則（昭和３３年愛媛県教育委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

３００万円以下の罰金に処する。

第３８条 省略

２ 省略

３ 省略

３００万円以下の罰金に処する。

第１８条 省略

２ 省略

３ 省略

改 正 後 改 正 前

（委任事務）

第２条 愛媛県教育委員会（以下「委員会」という。）は、法第２５

条第２項各号（法第３７条第２項の規定により読み替えて適用され

る場合を含む。）に掲げる事務及び次に掲げる事務を除き、その

権限に属する事務を教育長に委任する。

�・� 省略

� 職員の人事評価 の計画に関すること。

�～� 省略

２ 省略

（委任事務）

第２条 愛媛県教育委員会（以下「委員会」という。）は、法第２５

条第２項各号（法第３７条第２項の規定により読み替えて適用され

る場合を含む。）に掲げる事務及び次に掲げる事務を除き、その

権限に属する事務を教育長に委任する。

�・� 省略

� 職員の勤務成績評定の計画に関すること。

�～� 省略

２ 省略

改 正 後 改 正 前

（校長の職務）

第２０条 省略

２ 校長は、所属教職員の任免その他の進退、人事評価及び給与

について、教育長に具申することができる。

（校長の職務）

第２０条 省略

２ 校長は、所属教職員の任免その他の進退、給与及び勤務成績の

評定について、教育長に具申することができる。

改 正 後 改 正 前

愛媛県市町立学校職員の人事評価 に関する規則 愛媛県市町立学校職員の勤務成績の評定に関する規則
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（愛媛県立学校教職員の勤務成績の評定に関する規則の一部改正）

第４条 愛媛県立学校教職員の勤務成績の評定に関する規則（昭和３３年愛媛県教育委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（趣旨）

第１条 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律

第１６２号）第４４条の規定に基づく市町教育委員会の行う県費負担

教職員（以下「職員」という。）の人事評価

は、この規則の定めるところによる。

（人事評価の実施の範囲）

第２条 人事評価は、 県教育委員会教育

長の指定する者を除き、全て の職員について実施するものとす

る。

（人事評価の種類及び実施の時期）

第３条 人事評価は、定期評価、条件評価及び臨時評価とする。

２ 定期評価は、毎年１１月１日に実施するものとする。

３ 条件評価は、条件付採用期間中の職員について、当該職員の条

件付採用期間開始後５月を経過した日に実施するものとする。た

だし、教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第２３条第１項の

規定により任命権者が行う採用の日から１年間の職務の遂行に必

要な事項に関する実践的な研修を受ける職員については、条件付

採用期間開始後１０月を経過した日に実施するものとする。

４ 臨時評価は、県教育委員会又は市町教育委員会が特に必要があ

ると認める職員について随時これを実施するものとする。

（実施の時期の特例）

第４条 県教育委員会教育長は、公正な評価を行うことができない

と認められる職員については、前条第２項又は第３項の規定によ

る定期評価又は条件評価の実施の時期を変更することができる。

（評価の期間）

第５条 評価に当たつて考慮する勤務期間（以下「評価期間」とい

う。）は県教育委員会教育長が定める。

（評価者及び調整者）

第６条 評価者及び評価の調整を行う者（以下「調整者」とい

う。）は次のとおりとする。

（趣旨）

第１条 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律

第１６２号）第４６条の規定に基づく市町教育委員会の行う県費負担

教職員（以下「職員」という。）の勤務成績の評定（以下「勤務

評定」という。）は、この規則の定めるところによる。

（勤務評定の実施の範囲）

第２条 勤務評定は、臨時的任用の者及びその他県教育委員会教育

長の指定する者を除き、すべての職員について実施するものとす

る。

（勤務評定の種類及び実施の時期）

第３条 勤務評定は、定期評定、条件評定及び臨時評定とする。

２ 定期評定は、毎年１１月１日に実施するものとする。

３ 条件評定は、条件付採用期間中の職員について、当該職員の条

件付採用期間開始後５月を経過した日に実施するものとする。た

だし、教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第２３条第１項の

規定により任命権者が行う採用の日から１年間の職務の遂行に必

要な事項に関する実践的な研修を受ける職員については、条件付

採用期間開始後１０月を経過した日に実施するものとする。

４ 臨時評定は、県教育委員会又は市町教育委員会が特に必要があ

ると認める職員について随時これを実施するものとする。

（実施の時期の特例）

第４条 県教育委員会教育長は、公正な評定を行うことができない

と認められる職員については、前条第２項又は第３項の規定によ

る定期評定又は条件評定の実施の時期を変更することができる。

（評定の期間）

第５条 評定に当つて 考慮する勤務期間（以下「評定期間」とい

う。）は県教育委員会教育長が定める。

（評定者及び調整者）

第６条 評定者及び評定の調整を行う者（以下「調整者」とい

う。）は次のとおりとする。

被評価者 評価者 調整者 被評定者 評定者 調整者

省略 省略

２ 評価者及び調整者は、県教育委員会の別に定める人事評価書に

よつて評価又は調整を行い、その結果を市町教育委員会に報告す

るものとする。

（報告）

第７条 市町教育委員会は、人事評価を実施したときは、実施の日

から１４日以内に、県教育委員会の定める人事評価報告書により、

県教育委員会に報告しなければならない。

（人事評価書の効力）

第８条 人事評価書は、当該評価期間中の職員の勤務成績を示すも

のとする。

２ 人事評価書は、新たに報告書が作成されるまでの間、当該評価

期間に引き続く期間におけるその職員の勤務成績を示すものとみ

なす。ただし、その期間は２年間を限りとする。

（委任）

第９条 この規則に定めるもののほか、人事評価の実施について必

要な事項は、県教育委員会教育長が定める。

２ 評定者及び調整者は、県教育委員会の別に定める勤務評定書に

よつて評定又は調整を行い、その結果を市町教育委員会に報告す

るものとする。

（報告）

第７条 市町教育委員会は、勤務評定を実施したときは、実施の日

から１４日以内に、県教育委員会の定める勤務評定報告書により、

県教育委員会に報告しなければならない。

（勤務評定書の効力）

第８条 勤務評定書は、当該評定期間中の職員の勤務成績を示すも

のとする。

２ 勤務評定書は、新たに報告書が作成されるまでの間、当該評定

期間に引き続く期間におけるその職員の勤務成績を示すものとみ

なす。ただし、その期間は２年間を限りとする。

（委任）

第９条 この規則に定めるもののほか、勤務評定の実施について必

要な事項は、県教育委員会教育長が定める。
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改 正 後 改 正 前

愛媛県立学校教職員の人事評価 に関する規則

（趣旨）

第１条 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２３条の２の規定

に基づく愛媛県教育委員会の所管に属する県立学校に勤務する教

職員（以下「職員」という。）の人事評価

は、この規則の定めるところによる。

（人事評価の実施の範囲）

第２条 人事評価は、 県教育委員会教育

長の指定する者を除き、全て の職員について実施するものとす

る。

（人事評価の種類及び実施の時期）

第３条 人事評価は、定期評価、条件評価及び臨時評価とする。

２ 定期評価は、毎年１１月１日に実施するものとする。

３ 条件評価は、条件付採用期間中の職員について、当該職員の条

件付採用期間開始後５月を経過した日に実施するものとする。た

だし、教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第２３条第１項の

規定により任命権者が行う採用の日から１年間の職務の遂行に必

要な事項に関する実践的な研修を受ける職員については、条件付

採用期間開始後１０月を経過した日に実施するものとする。

４ 臨時評価は、県教育委員会が特に必要があると認める職員につ

いて随時これを実施するものとする。

（実施の時期の特例）

第４条 県教育委員会教育長は、公正な評価を行うことができない

と認められる職員については、前条第２項又は第３項の規定によ

る定期評価又は条件評価の実施の時期を変更することができる。

（評価の期間）

第５条 評価に当たつて考慮する勤務期間（以下「評価期間」とい

う。）は県教育委員会教育長が、定める。

（評価者及び調整者）

第６条 評価者及び評価の調整を行う者（以下「調整者」とい

う。）は次のとおりとする。

愛媛県立学校教職員の勤務成績の評定に関する規則

（趣旨）

第１条 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第４０条 の規定

に基づく愛媛県教育委員会の所管に属する県立学校に勤務する教

職員（以下「職員」という。）の勤務成績の評定（以下「勤務評

定」という。）は、この規則の定めるところによる。

（勤務評定の実施の範囲）

第２条 勤務評定は、臨時的任用の者及びその他県教育委員会教育

長の指定する者を除き、すべての職員について実施するものとす

る。

（勤務評定の種類及び実施の時期）

第３条 勤務評定は、定期評定、条件評定及び臨時評定とする。

２ 定期評定は、毎年１１月１日に実施するものとする。

３ 条件評定は、条件付採用期間中の職員について、当該職員の条

件付採用期間開始後５月を経過した日に実施するものとする。た

だし、教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第２３条第１項の

規定により任命権者が行う採用の日から１年間の職務の遂行に必

要な事項に関する実践的な研修を受ける職員については、条件付

採用期間開始後１０月を経過した日に実施するものとする。

４ 臨時評定は、県教育委員会が特に必要があると認める職員につ

いて随時これを実施するものとする。

（実施の時期の特例）

第４条 県教育委員会教育長は、公正な評定を行うことができない

と認められる職員については、前条第２項又は第３項の規定によ

る定期評定又は条件評定の実施の時期を変更することができる。

（評定の期間）

第５条 評定に当つて 考慮する勤務期間（以下「評定期間」とい

う。）は県教育委員会教育長が、定める。

第６条 評定者及び評定の調整を行う者（以下「調整者」とい

う。）は次のとおりとする。

被評価者 評価者 調整者 被評定者 評定者 調整者

省略 省略

２ 評価者及び調整者は、県教育委員会の別に定める人事評価書に

よつて評価又は調整を行い、その結果を県教育委員会に報告する

ものとする。

（報告）

第７条 校長は人事評価を実施したときは、実施の日から７日以内

に県教育委員会の定める人事評価報告書により県教育委員会教育

長に報告しなければならない。

（人事評価書の効力）

第８条 人事評価書は、当該評価期間中の職員の勤務成績を示すも

のとする。

２ 人事評価書は、新たに報告書が作成されるまでの間、当該評価

期間に引き続く期間におけるその職員の勤務成績を示すものとみ

なす。ただしその期間は、２年間を限りとする。

（委任）

第９条 この規則に定めるもののほか、人事評価の実施について必

要な事項は、県教育委員会教育長が定める。

２ 評定者及び調整者は、県教育委員会の別に定める勤務評定書に

よつて評定又は調整を行い、その結果を県教育委員会に報告する

ものとする。

（報告）

第７条 校長は勤務評定を実施したときは、実施の日から７日以内

に県教育委員会の定める勤務評定報告書により県教育委員会教育

長に報告しなければならない。

（勤務評定書の効力）

第８条 勤務評定書は、当該評定期間中の職員の勤務成績を示すも

のとする。

２ 勤務評定書は、新たに報告書が作成されるまでの間、当該評定

期間に引き続く期間におけるその職員の勤務成績を示すものとみ

なす。ただしその期間は、２年間を限りとする。

（委任）

第９条 この規則に定めるもののほか、勤務評定の実施について必

要な事項は、県教育委員会教育長が定める。
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（愛媛県教育委員会事務局組織規則の一部改正）

第５条 愛媛県教育委員会事務局組織規則（平成元年愛媛県教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。

２ 地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律（平成２６年法律第３４号）附則第３条第１項の規定によりなお従前の例によ

り行うことができることとされる勤務成績の評定については、第３条の規定による改正後の愛媛県市町立学校職員の人事評価に関する規

則及び第４条の規定による改正後の愛媛県立学校教職員の人事評価に関する規則の規定にかかわらず、同項に規定する日までの間は、な

お従前の例によることができる。

�愛媛県教育委員会規則第２号
学校教育法施行細則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年３月３１日

愛媛県教育委員会

教育長 井 上 正

学校教育法施行細則等の一部を改正する規則

（学校教育法施行細則の一部改正）

第１条 学校教育法施行細則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第２０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（各課及び室の所掌事務）

第３条 各課及び室の所掌事務は、次のとおりとする。

教育総務課（第１７号から第２２号まで及び第２６号の事務にあって

は、教職員厚生室の所掌とする。）

�～� 省略

� 教職員又は教職員であった者の退職管理に関すること（他の

主管に属するものを除く。）。

� 省略

� 省略

省略

高校教育課

�～� 省略

� 県立学校の教職員又は教職員であった者の退職管理に関する

こと。

省略

（各課及び室の所掌事務）

第３条 各課及び室の所掌事務は、次のとおりとする。

教育総務課（第１６号から第２１号まで及び第２５号の事務にあって

は、教職員厚生室の所掌とする。）

�～� 省略

� 省略

� 省略

省略

高校教育課

�～� 省略

省略

改 正 後 改 正 前

（設置の認可申請又は届出手続）

第４条 法第４条若しくは第４条の２又は令第２３条若しくは第２５条

の規定により学校又は分校の設置の認可申請又は届出をしようと

するときは、規則第３条又は第７条に規定する書類のほか、次の

書類を添えて県委員会に申請し、又は届け出なければならない。

�～� 省略

	 様式第４号による学年別児童生徒学級数及び通学範囲につい

ての見込調書


～� 省略

２ 省略

第２５条 省略

第３章の２ 義務教育学校

（準用条文）

（設置の認可申請又は届出手続）

第４条 法第４条若しくは第４条の２又は令第２３条若しくは第２５条

の規定により学校又は分校の設置の認可申請又は届出をしようと

するときは、規則第３条又は第７条に規定する書類のほか、次の

書類を添えて県委員会に申請し、又は届け出なければならない。

�～� 省略

	 様式第４号による学級編制表及び通学範囲の見込調書


～� 省略

２ 省略

第２５条 省略
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（愛媛県県立学校管理規則の一部改正）

第２条 愛媛県県立学校管理規則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県教育職員の免許に関する規則の一部改正）

第３条 愛媛県教育職員の免許に関する規則（昭和３７年愛媛県教育委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第２５条の２ 第１５条及び第２４条の規定は、義務教育学校に、これを

準用する。

様式第４号（第４条関係） 学年別児童生徒学級数及び通学範囲に

ついての見込調書

学年別児童生徒学級数及び通学範囲についての見込調書

様式第４号

学年別児童学級数及び通学範囲についての見込調書

省略 省略

注 １ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 様式の内容は、学校の種類に従い適宜変更すること。

様式第５号（第１５条関係） 小・中学校学級編制表

省略

様式第５号（第１５条関係） 小・中学校学級編制表

省略

省略 省略

注 １・２ 省略

３ 小学校（義務教育学校の前期課程を含む。）及び中学

校（義務教育学校の後期課程を含む。）は、それぞれ別

紙とすること。

４ 省略

注 １・２ 省略

３ 小・中学校

それぞれ別

紙とすること。

４ 省略

改 正 後 改 正 前

（中等教育学校の入学及び編入学）

第４８条の３ 中等教育学校に入学することのできる者は、小学校若

しくはこれに準ずる学校を卒業した者又は義務教育学校の前期課

程を修了した者とする。

２ 省略

（中等教育学校の前期課程の転学及び退学）

第４８条の５ 省略

２ 省略

３ 校長は転学を許可した場合には、その生徒の従前在学していた

中学校（義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程及び

特別支援学校の中学部を含む。）の校長に、その旨を通知しなけ

ればならない。

４ 省略

（中等教育学校の入学及び編入学）

第４８条の３ 中等教育学校に入学することのできる者は、小学校又

は これに準ずる学校を卒業した者

とする。

２ 省略

（中等教育学校の前期課程の転学及び退学）

第４８条の５ 省略

２ 省略

３ 校長は転学を許可した場合には、その生徒の従前在学していた

中学校（ 中等教育学校の前期課程及び

特別支援学校の中学部を含む。）の校長に、その旨を通知しなけ

ればならない。

４ 省略

改 正 後 改 正 前

（免許状更新講習を受講できる者）

第５条の２ 更新講習規則第９条第１項第２号又は第３号に規定す

る免許管理者が定める者は、次に掲げる者とする。

�・� 省略

� 愛媛県内に幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学

校、中等教育学校、特別支援学校又は幼保連携型認定こども園

を設置する学校法人の理事

� 省略

様式第８号（第６条関係） 教育職員臨時免許状出願副申書

省略

（免許状更新講習を受講できる者）

第５条の２ 更新講習規則第９条第１項第２号又は第３号に規定す

る免許管理者が定める者は、次に掲げる者とする。

�・� 省略

� 愛媛県内に幼稚園、小学校、中学校 、高等学

校、中等教育学校、特別支援学校又は幼保連携型認定こども園

を設置する学校法人の理事

� 省略

様式第８号（第６条関係） 教育職員臨時免許状出願副申書

省略

省略 省略
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（愛媛県奨学資金貸与条例施行規則の一部改正）

第４条 愛媛県奨学資金貸与条例施行規則（昭和３７年愛媛県教育委員会規則第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県教育委員会事務局組織規則の一部改正）

第５条 愛媛県教育委員会事務局組織規則（平成元年愛媛県教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

注 １ この副申は、市町立小学校、中学校及び義務教育学校

の教員については教育事務所長、その他は学校（園）長

がすること

２・３ 省略

様式第１７号（第１３条関係） 免許教科以外の教科を担任する許可申

請書

省略

注 １ この副申は、市町立小、中学校教員

については教育事務所長、その他は学校（園）長

がすること

２・３ 省略

様式第１７号（第１３条関係） 免許教科以外の教科を担任する許可申

請書

省略

省略 省略

注 １ この申請書は、２通（市町立中学校及び義務教育学

校にあつては、３通）提出すること。

２ 省略

様式第１８号（第１３条関係） 調書

省略

注 １ この申請書は、２通（市町立中学校

にあつては、３通）提出すること。

２ 省略

様式第１８号（第１３条関係） 調書

省略

省略 省略

注 １ この調書は、１通（市町立中学校及び義務教育学校

にあつては、２通）提出すること。

２ 省略

注 １ この調書は、１通（市町立中学校

にあつては、２通）提出すること。

２ 省略

改 正 後 改 正 前

（奨学生の出願手続）

第４条 奨学生になろうとする者は、保護者又は保護者であつた者

と連署した愛媛県奨学生願書（第１号様式）に、次の各号に掲げ

る区分に従い、それぞれ当該各号に掲げる学校の長が作成した愛

媛県奨学生推薦調書（第２号様式）を添えて、教育長が指定する

期日までに、教育委員会に願い出なければならない。

� 中学校（義務教育学校の後期課程及び中等教育学校の前期課

程を含む。）の最高学年に在学し、高等学校、高等専門学校又

は専修学校の高等課程に進学を希望する者 在学する学校の長

（以下「学校長」という。）

� 省略

（奨学生の出願手続）

第４条 奨学生になろうとする者は、保護者又は保護者であつた者

と連署した愛媛県奨学生願書（第１号様式）に、次の各号に掲げ

る区分に従い、それぞれ当該各号に掲げる学校の長が作成した愛

媛県奨学生推薦調書（第２号様式）を添えて、教育長が指定する

期日までに、教育委員会に願い出なければならない。

� 中学校（ 中等教育学校の前期課

程を含む。）の最高学年に在学し、高等学校、高等専門学校又

は専修学校の高等課程に進学を希望する者 在学する学校の長

（以下「学校長」という。）

� 省略

改 正 後 改 正 前

（各課及び室の所掌事務）

第３条 各課及び室の所掌事務は、次のとおりとする。

省略

義務教育課

� 小学校、中学校及び義務教育学校の予算に関すること。

� 小学校、中学校及び義務教育学校の教職員の定数、人事及び

諸給与に関すること。

� 小学校、中学校及び義務教育学校の教職員の組織する職員団

体に関すること。

�～� 省略

� 小学校、中学校及び義務教育学校の学級編制又は変更に関す

ること。

（各課及び室の所掌事務）

第３条 各課及び室の所掌事務は、次のとおりとする。

省略

義務教育課

� 小、中学校 の予算に関すること。

� 小、中学校教職員 の定数、人事及び

諸給与に関すること。

� 小、中学校教職員 の組織する職員団

体に関すること。

�～� 省略

� 小、中学校 の学級編制又は変更に関す

ること。
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教育委員会告示

（愛媛県美術館管理規則の一部改正）

第６条 愛媛県美術館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会告示第２号
愛媛県教職員選賞規程（昭和２４年１２月愛媛県教育委員会告示第２６号）の一部を次のように改正し、平成２８年４月１日から施行する。

平成２８年３月３１日

愛媛県教育委員会

教育長 井 上 正

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 小学校、中学校及び義務教育学校の教職員の研修並びに助言

及び指導に関すること。

� 小学校、中学校及び義務教育学校の教育課程、学習指導その

他の指導に関すること。

� 小学校、中学校及び義務教育学校の教科書その他教材に関す

ること。

�・� 省略

� 地教行法第２７条の５の規定による求めに対する助言及び援助

に関すること（小学校、中学校、義務教育学校及び中等教育学

校の前期課程における第９号に規定する教育課程、学習指導そ

の他の指導並びに第１２号の事務に関すること（他の主管に属す

るものを除く。）に限る。）。

省略

� 小、中学校教職員 の研修並びに助言

及び指導に関すること。

� 小、中学校 の教育課程、学習指導その

他の指導に関すること。

� 小、中学校 の教科書その他教材に関す

ること。

�・� 省略

� 地教行法第２７条の５の規定による求めに対する助言及び援助

に関すること（小学校、中学校 及び中等教育学

校の前期課程における第９号に規定する教育課程、学習指導そ

の他の指導並びに第１２号の事務に関すること（他の主管に属す

るものを除く。）に限る。）。

省略

改 正 後 改 正 前

（観覧料の減免）

第１４条 教育委員会は、条例第４条の規定に基づき、次に掲げる者

に対しては、観覧料を免除する。

� 教育課程に基づく学習活動として、展示室を観覧する県内の

高等学校、中等教育学校の後期課程又は特別支援学校の高等部

の生徒及びその引率者並びに展示室を観覧する県内の小学校、

中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期課程又は特別支援

学校の小学部若しくは中学部の児童又は生徒の引率者

�～	 省略

２～５ 省略

別表（第１３条関係）

１ 常設展観覧料

（観覧料の減免）

第１４条 教育委員会は、条例第４条の規定に基づき、次に掲げる者

に対しては、観覧料を免除する。

� 教育課程に基づく学習活動として 展示室を観覧する県内の

高等学校、中等教育学校の後期課程又は特別支援学校

の生徒及びその引率者

�～	 省略

２～５ 省略

別表（第１３条関係）

１ 常設展観覧料

区分 一般
団体

（２０人以上）
区分 一般

団体

（２０人以上）

１ 省略 １ 省略

２ １５歳以上の者（中学校、義務教育

学校の後期課程、中等教育学校の前

期課程及び特別支援学校の中学部の

生 徒 並 び に１に 該 当 す る 者 を 除

く。）

省略

２ １５歳以上の者（中学校及び

中等教育学校の前

期課程 の

生 徒 並 び に１に 該 当 す る 者 を 除

く。）

省略

２・３ 省略 ２・３ 省略
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教育委員会訓令

�愛媛県教育委員会告示第３号
愛媛県教職員報賞規程（昭和３４年２月愛媛県教育委員会告示第２号）の一部を次のように改正し、平成２８年４月１日から施行する。

平成２８年３月３１日

愛媛県教育委員会

教育長 井 上 正

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県教育委員会訓令第１号
教育委員会事務局

教 育 機 関

愛媛県教職員安全衛生管理規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２８年３月３１日

愛媛県教育委員会

教育長 井 上 正

愛媛県教職員安全衛生管理規程の一部を改正する訓令

愛媛県教職員安全衛生管理規程（平成２１年愛媛県教育委員会訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第１条 この規程は、愛媛県教育委員会事務局、愛媛県教育委員会

の所管に属する教育機関並びに愛媛県内の公立小学校、中学校及

び義務教育学校に現に勤務している教職員で、次の各号の一につ

きその成績が特に優れたもののうちから、教育委員会がこれを選

賞することを目的とする。

�～� 省略

第１条 この規程は、愛媛県教育委員会事務局、愛媛県教育委員会

の所管に属する教育機関及び 愛媛県内の公立小・中学校

に現に勤務している教職員で、次の各号の一につ

きその成績が特にすぐれた者のうちから、教育委員会がこれを選

賞することを目的とする。

�～� 省略

改 正 後 改 正 前

第１条 この規程は、愛媛県教育委員会事務局（以下「事務局」と

いう。）、愛媛県教育委員会の所管に属する教育機関（以下「教

育機関」という。）並びに愛媛県内の公立小学校、中学校及び義

務教育学校 に、常時勤務する教職員で、次の各号

の一に該当するものが、退職（死亡退職を含む。）する場合に、

教育委員会が、報賞することを目的とする。

�・� 省略

第１条 この規程は、愛媛県教育委員会事務局（以下「事務局」と

いう。）、愛媛県教育委員会の所管に属する教育機関（以下「教

育機関」という。）及び 愛媛県内の公立小・中学校（以下

「小・中学校」という。）に、常時勤務する教職員で、次の各号

の一に該当するものが、退職（死亡退職を含む。）する場合に、

教育委員会が、報賞することを目的とする。

�・� 省略

改 正 後 改 正 前

（産業医）

第８条 省略

２・３ 省略

４ 産業医は、次に掲げる業務で医学に関する専門的知識を必要と

するものを行うとともに、職場等を巡視し、作業方法又は衛生状

態に有害のおそれがあるときは、直ちに、職員の健康障害を防止

するため必要な措置を講じなければならない。

� 健康診断、ストレスチェック（労安法第６６条の１０第１項に規

定する心理的な負担の程度を把握するための検査をいう。以下

同じ。）及び面接指導等（労安法第６６条の８第１項及び労安法

第６６条の１０第３項に規定する面接指導並びに労安法第６６条の９

に規定する必要な措置をいう。以下同じ。）の実施並びにこれ

（産業医）

第８条 省略

２・３ 省略

４ 産業医は、次に掲げる業務で医学に関する専門的知識を必要と

するものを行うとともに、職場等を巡視し、作業方法又は衛生状

態に有害のおそれがあるときは、直ちに、職員の健康障害を防止

するため必要な措置を講じなければならない。

� 健康診断

及び面接指導等（労安法第６６条の８第１項

に規定する面接指導及び 労安法第６６条の９

に規定する必要な措置をいう。以下同じ。）の実施並びにこれ
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附 則

この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会訓令第２号
教育委員会事務局

愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

らの結果に基づく教職員の健康を保持するための措置に関する

こと。

�～� 省略

５～７ 省略

（健康診断及びストレスチェックの実施）

第１９条 健康診断及びストレスチェックは、別表第２に定めるとこ

ろにより実施する。

２ 健康診断及びストレスチェックの実施に関する細部事項は、そ

の都度主任安全衛生管理者が定める。

３ 健康診断及びストレスチェックは、産業医が行う。ただし、健

康診断のうち他の医療機関等において行うことが適当と認められ

るものについては、当該他の医療機関等において行うことができ

る。

別表第２（第１９条関係）

健康診断及びストレスチェックの種類及び内容

らの結果に基づく教職員の健康を保持するための措置に関する

こと。

�～� 省略

５～７ 省略

（健康診断 の実施）

第１９条 健康診断 は、別表第２に定めるとこ

ろにより実施する。

２ 健康診断 の実施に関する細部事項は、そ

の都度主任安全衛生管理者が定める。

３ 健康診断 は、産業医が行う。ただし、

他の医療機関等において行うことが適当と認められ

るものについては、当該他の医療機関等において行うことができ

る。

別表第２（第１９条関係）

健康診断 の種類及び内容

種類
対象

職員
検査項目

実施

回数
備考 種類

対象

職員
検査項目

実施

回数
備考

一 般 定 期 健

康 診 断

全職員 １次検診

問診

身長・体重・視力・聴

力・腹囲検査

胸部Ｘ線ＣＲ撮影検査

血圧測定検査

貧血検査

肝機能検査

血中脂質検査

痛風検査

腎機能検査

糖尿病検査

尿検査（糖・蛋白・ウ

ロ ビ リ ノ ー ゲ ン・潜

血）

心電図検査

その他必要な検査

省略 一 般 定 期 健

康 診 断

全職員 １次検診

問診

体重・視力・聴

力・腹囲検査

胸部Ｘ線ＣＲ撮影検査

血圧測定検査

貧血検査

肝機能検査

血中脂質検査

痛風検査

腎機能検査

糖尿病検査

尿検査（糖・蛋白・ウ

ロ ビ リ ノ ー ゲ ン・潜

血）

心電図検査

その他必要な検査

省略

省略 省略

省 略 省 略

その

他の

健康

診断

省略 その

他の

健康

診断

省略

子宮頸

がん検

診

省略 子宮が

ん検診

省略

省略 省略

ス ト レ ス チ

ェ ッ ク

全職員 必要な検査 １年に

１回
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教育委員会公告

�公 告

平成２９年度の県立高等学校等の入学者等の選抜に係る学力検

査の検査教科及び出題範囲並びに学力検査等の期日及び合格

者の発表の日について

平成２９年度の愛媛県県立高等学校及び愛媛県県立特別支援学校高

等部の入学者の選抜並びに愛媛県県立中等教育学校の第４学年の欠

員補充のための編入学者の選抜に係る学力検査の検査教科及び出題

範囲並びに学力検査等の期日及び合格者の発表の日を次のとおり定

めた。

平成２８年３月３１日

愛媛県教育委員会

教育長 井 上 正

１ 愛媛県県立高等学校の入学者の選抜

� 学力検査の検査教科及び出題範囲

ア 検査教科

全日制課程は、国語、社会、数学、理科及び英語の５教科

とする。定時制課程は、国語並びに社会、数学、理科及び英

語のうちから入学志願者が選択する２教科の３教科とする。

イ 出題範囲

中学校学習指導要領（平成２０年３月文部科学省告示第２８号）

に示されている各教科の目標及び内容に即し、基本的事項に

ついて出題する。

� 学力検査等の期日及び合格者の発表の日

区 分 一般入学者選抜 推薦入学者選抜 定時制の課程の
第２次募集

学力検査等の期
日

平成２９年３月８
日（水）及び同
月９日（木）

平成２９年２月９
日（木）

平成２９年４月３
日（月）

合格者の発表の
日

平成２９年３月１７
日（金）

平成２９年３月１７
日（金）

平成２９年４月４
日（火）

平成２８年３月３１日

愛媛県教育委員会

教育長 井 上 正

愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程の一部を改正する訓令

愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程（昭和３２年愛媛県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。

改 正 後 改 正 前

（課及び係）

第１条 省略

２ 各課の分掌事務を次のとおりとする。

総務課

�～� 省略

� 小学校、中学校及び義務教育学校の施設整備に関すること。

�・� 省略

教職員課

� 小学校、中学校及び義務教育学校の教職員の人事及び給与に

関すること。

� 省略

教育指導課

� 省略

� 小学校、中学校及び義務教育学校の教職員の指導及び研修に

関すること。

�～� 省略

省略

３ 省略

（所長の専決事項）

第７条 所長は、次の事項について専決処理することができる。た

だし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ教

育長の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 小学校、中学校及び義務教育学校の教職員の扶養親族及び児

童手当の認定並びに単身赴任手当の決定に関すること。

	 省略

（課及び係）

第１条 省略

２ 各課の分掌事務を次のとおりとする。

総務課

�～� 省略

� 小、中学校 の施設整備に関すること。

�・� 省略

教職員課

� 小、中学校教職員 の人事及び給与に

関すること。

� 省略

教育指導課

� 省略

� 小、中学校教職員 の指導及び研修に

関すること。

�～� 省略

省略

３ 省略

（所長の専決事項）

第７条 所長は、次の事項について専決処理することができる。た

だし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ教

育長の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 小、中学校教職員 の扶養親族及び児

童手当の認定並びに単身赴任手当の決定に関すること。

	 省略
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� 通信制の課程及び専攻科

�及び�の規定にかかわらず、愛媛県教育委員会教育長が別
に定める。

２ 愛媛県県立特別支援学校高等部の入学者の選抜

� 学力検査の検査教科及び出題範囲

ア 検査教科

各学校が定めるところによる。

イ 出題範囲

� 本科

特別支援学校小学部・中学部学習指導要領（平成２１年３

月文部科学省告示第３６号）に示されている中学部の各教科

の目標及び内容に即し、基本的事項について出題する。

� 専攻科

特別支援学校高等部学習指導要領（平成２１年３月文部科

学省告示第３７号）に示されている各教科の目標並びに各科

目の目標及び内容に即し、基本的事項について出題する。

� 学力検査等の期日及び合格者の発表の日

学力検査等の期日 平成２９年３月６日（月）

合格者の発表の日 平成２９年３月２１日（火）

３ 愛媛県県立中等教育学校の第４学年の欠員補充のための編入学

者の選抜

� 学力検査の検査教科及び出題範囲

ア 検査教科

愛媛県教育委員会教育長が別に定める。

イ 出題範囲

中学校学習指導要領（平成２０年３月文部科学省告示第２８号）

に示されている各教科の目標及び内容に即し、基本的事項に

ついて出題する。

� 学力検査等の期日及び合格者の発表の日

愛媛県教育委員会教育長が別に定める。

平成２８年３月３１日 発行

愛 媛 県 報平成２８年３月３１日 第２７６０号外４

２５


